
（様式－１ 表紙）

１ 調査名称： 胎内市総合都市交通体系調査

２ 調査主体： 新潟県胎内市

３ 調査圏域： 新潟都市圏 （胎内市 中条都市計画区域）

４ 調査期間： 平成23年度～平成24年度

５ 調査概要：

「胎内市都市計画マスタープラン平成23年3月」で設定されている「将来

都市像」「将来の都市構造」「土地利用方針」「道路・交通の方針」等につ

いて、都市計画道路の見直しにかかる部分について再整理を行い未着手都

市計画道路の見直し候補路線（案）の選定を行った。見直し方針の決定は、

「新潟県都市計画道路見直しガイドライン平成18年12月」（以下「ガイド

ライン」という。）を踏まえて実施。

また、現在胎内市で都市計画決定されている12の都市計画道路について、

20年以上未着手の路線、その他見直しの必要があると判断した路線・区間

を見直し検討対象路線として抽出した。

見直し方針の決定で抽出した見直し検討対象路線について「ガイドライ

ン」の策定方法に基づき評価カルテの作成を実施し、「検討路線」の基礎

データ、まちづくりの目標とまちづくりに係る課題、必要性のチェック、

事業可能性のチェック、未着手となっている理由を整理し将来都市像の実

現に向けた課題解決策の検討を行った。

検討から「見直し候補路線（案）の選定」を実施し都市計画道路変更（素

案）をネットワークを用いた交通量推計を行い、事業費を過去の実績等か

ら概算して、費用便益分析（概略）を実施し妥当性についても検証した。



（様式－２ａ 調査概要）

Ⅰ 調査概要

１ 調査名 胎内市総合都市交通体系調査

２ 報告書目次

業務の概要 1

１．業務の目的及び概要 1

２．業務の内容 2

３．業務フロー 4

第１章 未着手都市計画道路の見直し候補路線（案）の選定 1-1

１．都市計画道路を取り巻く環境 1-1

２．都市計画道路見直しの流れ（全体） 1-8

３．都市計画マスタープランの確認 1-9

４．見直し方針の決定（見直し検討対象路線の抽出） 1-22

５．見直し候補路線（案）の選定 1-24

第２章 都市計画道路の変更（素案）の作成 2-1

第３章 将来交通量推計及び費用便益分析の実施 3-1

１．将来交通量推計 3-1

２．費用便益分析 3-1

３．妥当性検証 3-1

第４章 パブリックコメントの実施 4-1

第５章 住民参画による検証の実施 5-1



（様式－２ｂ 調査概要）

３ 調査体制

胎内市都市計画審議会（都市計画道路見直し検討委員会）

（座長：中条町商工会 会長 小野 常平）

胎内市都市計画道路見直し検討委員会（幹事会）

（幹事長：胎内市地域整備課 地域整備課長 久保田 雅勝）

胎内市都市計画道路見直し検討委員会 事務局

（胎内市地域整備課都市計画住宅係）

４ 委員会名簿等：

平成23年度委員会未開催（H24年度開催予定）



(1)計画準備

(2)未着手都市計画道路の見直

し候補路線（案）の選定

(2)-1)都市計画マスタープランの確認
・将来都市像、目標 ・将来の都市構造
・土地利用方針 ・道路・交通の方針

胎内市都市計画

マスタープラン等

(2)-2)見直し方針の決定（見直し検討対象路線の抽出）

・都市計画道路 12 路線より見直し検討対象路線を選定
（新潟村上幹線道路を除く）

(2)-3)評価カルテの作成
1)「検討路線」基礎データの整理

2)まちづくり目標とまちづくりに係る課題の整理

3)必要性のチェック

4)事業可能性のチェック

5)未着手となっている理由の整理

6)将来都市像の実現に向けた課題解決策の検討

(2)-4)見直し候補路線（案）の選定

(3)都市計画道路の変更（素案）の作成

(4)将来交通量推計及び費用便益分析の実施

(5) パブリックコメントの実施

(6)住民参画による検証の実施

（様式－３ａ 調査成果）

Ⅱ 調査成果

１ 調査目的

本調査は、胎内市（中条都市計画区域）における都市計画決定されてから20年以上未

着手の路線・区間について、現在の社会・経済情勢や未着手都市計画道路の抱える課題、

これからの都市計画道路に期待される役割を踏まえ見直し検討を行った。

また胎内市都市計画マスタープラン（胎内まちづくり計画）が平成23年3月に改訂さ

れたことを踏まえ、道路・交通の方針に基づく新たな道路整備ついて、都市計画道路の

見直し検討結果を合わせて都市計画道路の変更（素案）を作成した。

さらにその都市計画道路の変更（素案）について交通量推計等による検証を実施し妥

当性の確認を行うことを目的とした。

６ 調査フロー



３ 調査圏域図



（様式－３ｂ 調査成果）

７ 調査成果

見直しの必要性

１）社会経済環境の変化

少子・超高齢社会の進展、地球温暖化問題の高まり、投資余力の減少、都市拡大の終

焉等により、これまでの都市への産業と人口に対応した拡大型のまちづくりから、環境

への配慮や都市効率の良い、集約型都市構造への転換が求められている。

また、胎内市のまちづくりにおいても、「胎内川に活かされた水辺と花の里づくり」

を目標像とし、集約型の都市構造や地域の魅力を活かしたまちづくりが進められている。

そのため、胎内市の都市計画道路については、社会情勢や将来都市像の変化により、

一層選択と集中による効率な推進が求められるとともに、必要性の低い道路については、

地域の実情を踏まえ、見直しが必要である。

２）長期間わたる建築制限

都市計画法53条では、都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区域内において

建築物の建築をしようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、都道府県知事

の許可を受けなければならないとされている。

また、その許可基準は都市計画法54条で定められており、階数が2以下で、かつ、地

階を有しないことや主要構造部が木造、鉄骨造、コンクリートブロック造その他これら

に類する構造であることなどが定められており、関係権利者の方に長期間にわたり建築

制限を課している状況となっている。そのため、関係権利者に対して、都市計画道路の

整備スケジュール等の方針を示す必要がある。

３）進まない都市計画道路の整備

胎内市の都市計画道路の中には、昭和39年に最初の都市計画決定がされた後、48年の

間、全く未着手となっている路線も2路線存在する。高齢化社会の進展により社会福祉

費の増加が予測されるなか、道路整備に投資する予算にも限りがある。

行政においては、道路整備に関係する情報を積極的に発信しながら、関係権利者や市

民の意向を踏まえ、選択と集中による効率的な道路整備を行う必要がある。

胎内市の現状

１）少子・超高齢社会の進展

胎内市の15歳未満の年少人口の割合は、減少傾向となっており、H42年には9.5％とな

ることが予測されている。また、65歳以上の老年人口は、増加傾向にありH42年には39.

1％になることが予測されている。

このようななか、超高齢社会に対応するため、高齢者等が円滑に移動できるように道



路のバリアフリー化を進めるとともに、車や歩行者、自転車、バス利用者などの道路利

用者などの立場を考えた道路整備を行う必要がある。

２）投資余力の減少

胎内市の財政状況は、財政構造の弾力性を判断する指標である経常収支比率が、90％

を越えているため、財政構造が硬直化し厳しい状況にある。また、実質公債費比率は、

地方債の発行に許可が必要な18％を越えている。そのため、選択と集中による効率的な

社会資本整備を進める必要がある。

３）都市拡大の終焉

人口集中地区の面積は、昭和45年0.8ｋｍ2、昭和60年には1.2ｋｍ2まで拡大してきた

が、地区内の人口は減少を続けている。これまでの拡大型の都市整備を転換し、都市機

能が集約したコンパクトなまちの構築を目指す必要がある。

都市計画道路の整備状況

胎内市の都市計画道路は、昭和39年に高度経済成長への対応や増加する自動車交通へ

対応するため12路線が都市計画決定された。その後、市街地の変化や日本海東北自動車

道の整備、そのアクセスルートの整備への対応として、都市計画道路の変更が行われて

いる。現在は、13路線が都市計画決定されており、決定延長は40,390ｍ、改良率は74.8

％となっているが、未だ10,165ｍが未整備（事業中含む）となっている。

３．都市計画マスタープランの確認

（１）胎内市都市計画マスタープラン（まちづくり基本計画）（平成23年3月）

胎内市都市計画マスタープランでは、次の方針が示されている。

まちの目標像

胎内市は、四季の変化に

富んだ櫛形山脈、飯豊連峰

の山並みや清らかな源流を

集めて流れる胎内川などの

豊かな自然に恵まれ、先人

たちが築きあげてきた歴史

・文化を背景に、さまざま

な社会基盤を形成してきま

した。

第１次胎内市総合計画に

おける基本理念は、市民共

有の財産を大切に活かし、

新たな時代を見据え、まちづくりに責任を持ち、自ら参加・参画する市民と、開かれた行政

との協働によって地域の特性を尊重した自立都市の実現を目指していることから、胎内市都



市計画マスタープランでは、この総合計画の基本理念を踏まえ、「～胎内川に活かされた水

辺と花の里づくり～」をまちづくりの目標像と設定します。

将来の都市構造

都市計画道路では、3.2.1一般国道7号線が広域連携軸、3.4.3本郷羽黒線、3.4.4西中央

通り線、3.4.6西町線が地域連携軸に位置づけられている。

土地利用の方針

まちなかエリアでは、過度に自動車に依存しない、買い物弱者や歩行弱者に配慮した

やさしいまちづくりを目指している。また、中条駅については、鉄道を挟んだ東西の交

流拠点として整備を進めることとしている

。

道路・交通の方針

西 町 線 は 、

「東西交流軸」

として整備を

促進する方針

が示されてい

る。また、3.4.

7本町通り線を

はじめとした

市街地内の道

路は、中条駅

や国道7号の沿

道商店街との

アクセス向上

のため計画的

に整備を促進する方針が示されている。さらに3.4.5東中央通り線、五輪線は、市民の意

向を踏まえながら見直しの検討をする方針が示されている。

基本施策

3.4.6西町線は、整備により東西の移動環境の改善を図る方針が示されている。また、

3.4.6西町線や3.4.7本町通り線は、整備により国道7号沿線の商店と中心商店街の連携を

図り、中心市街地の活性化を目指す方針が示されている。

中条市街地については、散策ルートの形成や文化財登録制度による歴史的建物の保存、

活用などまちの魅力を活かしたまちづくりの方針がそれぞれ示されている。



その他の上位計画

１）新潟県「夢おこし」政策プラン（平成21年12月）

新潟県「夢おこし」政策プランの交通インフラの整備として、日本海沿岸東北自動車

道をはじめとした、規格の高い道路ネットワークの整備が示されている。

２）中条都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（平成16年5月）

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針では、鉄道による市街地の分断の解消や市街

地における円滑な交通を確保する道路網の形成が示されている。

３）新発田地域戦略的社会資本整備プログラム（平成15年6月）

戦略的社会資本整備プログラムでは、胎内市において今後10年以内に、整備又事業着手

すべき箇所として次の箇所があげられている。

22：一般県道中条乙線（協和町）

33：一般県道中条IC線（苔ノ実）

204：3.4.2中条駅前通り線、一般県道中条停車場線（新栄町）

４．見直し方針の決定（見直し検討対象路線の抽出）

（１）見直し検討対象路線の抽出

新潟村上幹線道路は、特定の目的を持つ自動車専用道路であり、今回の見直し

検討対象路線に含めないことし、これをを除いた12路線の都市計画道路の内、20年以

上未着手の区間がある次の7路線を見直し検討対象路線とした。

（２）評価カルテの作成

見直し検討対象路線の7路線について、評価カルテに基づき見直し候補路線（案）の

選定を行う。

①3.4.4西中央通り線

②3.4.5東中央通り線

③3.4.6西町線

④3.4.7本町通り線

⑤3.4.8五輪線

⑥3.4.9白鳥線

⑦3.6.10中条胎内線





見直し候補路線（案）

見直し候補路線（案）は、継続2路線、変更路線1路線、継続・廃止1路線、廃止路線3路線

となり①見直し候補路線（案）の選定では、3.4.5東中央通り線、3.4.7本町通り線（北側）、

3.4.8五輪線、3.4.9白鳥線を廃止に向け検証を行うこととする。 また、3.4.6西町線を変更

に向けた検証を行うこととする。

都市計画道路の変更（素案）の作成

見直し候補路線（案）の選定を踏まえ、都市計画道路の変更（素案）の作成を行った。

都市計画道路の変更（素案）



将来交通量推計及び費用便益分析の実施

１．将来交通量推計（交通量配分）

２）道路ネットワークデータの作成

・道路網は新潟県土木部作成の交通量配分用データを基本とし、その他に胎内市の都市計

画道路を設定して将来交通量配分作業を行った。

（３）将来交通量推計結果

１）配分ケース

・ 将来交通量推計を行うケースは以下の４ケースとした。

ケース 廃止路線

都市計画道路全線整備 なし

ケース１ 3.4.5東中央通り線（全線）

3.4.7本町通り線（一部）

3.4.8五輪線（全線）

3.4.9白鳥線（一部）

ケース２ 3.4.5東中央通り線（一部）

3.4.7本町通り線（一部）

3.4.8五輪線（一部）

3.4.9白鳥線（一部）

ケース３ 3.4.8五輪線（一部）

3.4.9白鳥線（一部）



２）ケース別配分結果

ケース１

ケース２

ケース３



ⅰ．結果まとめ

①全線整備：交通混雑箇所等の問題箇所は発生しない。

②ケース３：交通混雑箇所等の問題箇所は発生しない。

③ケース２：交通混雑箇所等の問題箇所は発生しない。

④ケース１：交通混雑箇所等の問題箇所は発生しない。

①整備なし：交通混雑箇所等の問題箇所は発生しない。

ⅱ．配分結果詳細

①都市計画道路全線整備

交通量図 単位：百台/日 混雑度（交通量/交通容量）

混雑度1を越える箇所は無く大きな問題は無い。



３）ケース３における廃止路線の費用対効果検討

各廃止候補路線について費用対効果の算定を行った。以下に結果を示す。

費用対効果（Ｂ/Ｃ）

3.4.5 東中央通り線 0.002

3.4.7 本町通り線 0.029

3.4.8 五輪線 0.016

3.4.9 白鳥線 0.000

設定条件

表3-9対象路線の設定条件

3.4.5 3.4.7 3.4.8 3.4.9

東中央通り線 本町通り線 五輪線 白鳥線

延長 L=2,050m L=170m L=800m L=554m

事業費（億円）※ 107 9 42 29

用地費（億円） 17 1 7 5

維持管理費（億円） 0.014 0.001 0.006 0.004

事業開始※ H24 H24 H24 H24

供用年※ H42 H42 H42 H42

※事業費の投資パターンは不明確なため均等割、事業期間は事業費をなるべく優位

にするため、来年からH42までとした。

ⅰ．事業費、維持管理費の設定条件

①前提条件

・都市計画道路の事業費の算定にあたっては、既に整備されている都市計画道路の

事業費を参考に設定をおこなう。

・参考とする都市計画道路は次の２路線とする。



表3-10参考とする都市計画道路

（単位：ｍ）

路線名 幅員（代表幅員） 延長 事業期間（年度）

①3.4.2中条駅前通り線※1 14.5～19.5（18） 240.0 10年（H10～H19）

②3.4.7本町通り線※2 16.0 330.5 14年（H3～H16）

※1
中条都市計画道路事業による整備

※2
本町地区沿道土地区画整理事業による整備

②事業費（事業費・維持管理費）の把握

・事業費（事業費・用地費）

近年実施されている工事費を用いて１kmあたりの平均値を算出し、設定する。

表3-12 1kmあたりの事業費

（単位：億円）

事業費 用地費 合計

事業費合算値より算定 52.2 8.4 60.6

表3-13 対象路線の事業費

（単位：億円）

3.4.5 3.4.7 3.4.8 3.4.9

東中央通り線 本町通り線 五輪線 白鳥線

延長 L=2,050m L=170m L=800m L=554m

事業費（億円）※ 107 9 42 29

用地費（億円） 17 1 7 5

・維持管理費

新潟県の平成２１年２月２６日事務連絡「費用便益分析に用いる市町村道の年間

維持管理費について」より、胎内市の維持管理費を以下のとおりとして設定。

表3-14 対象路線の維持管理費

路線名 維持管理費（百万円） 除雪費（百万円） 合計(億円)

1kmあたり（百万円/km） 0.24 0.45 -

3.4.5東中央通り線 0.492 0.9225 0.014

（Ｌ＝2050ｍ）

3.4.7本町通り線 0.0408 0.0765 0.001

（Ｌ＝170ｍ）

3.4.8五輪線 0.192 0.36 0.006

（Ｌ＝800ｍ）

3.4.9白鳥線 0.13296 0.2493 0.004

（Ｌ＝554ｍ）


